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整理番号 ６８-１８-１８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

 法人名   岡 山 大 学           学部・研究科等名   法 務 研 究 科              

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目：Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名：教育課程の編成 

 

 中央教育審議会の法科大学院に対する意見書(2009 年４月 17 日)において３年コース１年次の未修

者の質向上が唱えられ，６単位分の法律基礎科目を増加することが要請された。これを受け，法科大

学院に関する規則改正が実施され，また認証評価においてこの点が考慮されることになった。この点

を受けて，３年コース１年次に６単位必須科目を増やすなどのカリキュラムの改訂を実施した。また，

教育の質向上を目指し，法律基礎科目の学年配当の変更，実務必須科目の増加及び展開先端科目等の

整理等を実施した。（資料１） 

 

資料１：カリキュラム表（変更分のみ） 

（出典：法務研究科資料） 
 
 

  ～平成 21 年度 
単位

数

配当

年次
平成 22 年度 

単位

数 

配当 

年次 
備考 

A 法律基本科目群            

Ⅰ 基礎科目 統治の基本構造 2 1 憲法Ⅰ 2 1 科目名変更 

基本的人権の基礎 2 1 憲法Ⅱ 2 1 科目名変更 

    行政法 2 1 追加 

刑事訴訟法 2 1 刑事訴訟法 4 1 ２単位増 

    法解釈入門 2 1 追加 

Ⅱ 基幹科目             

公法総合演習Ⅰ（法と行政活動） 2 2 公法訴訟演習 2 3 配当年次変更 

公法総合演習Ⅱ（基本的人権） 2 2 人権演習 2 2 科目名変更 

公法総合演習Ⅲ（行政救済法） 2 3 行政訴訟法演習 2 2 配当年次変更 

    行政訴訟法 2 2 追加 

刑事訴訟法演習 4 2 刑事訴訟法演習 2 2 ２単位減 

Ⅲ 選択科目 行政法特論 2 2       廃止 

    商取引法 2 2 追加 

    刑事法総合演習 2 3 追加 

B 実務基礎科目群            

Ⅰ 必須科目     法情報基礎 1 1 
選択科目から変

更 

Ⅲ 選択科目 法情報基礎 1 1       必須科目へ変更

司法制度論 1 1 裁判法 1 1 科目名変更 

C 基礎法学・隣接科目群            

Ⅱ 隣接科目 政治哲学 2 1       廃止 

D 展開・先端科目群            

Ⅰ 医療・福祉系 医学の基礎 2 2 法曹のための医学入門 2 2 科目名変更 

    社会保障制度論 2 2 追加 

Ⅱ 法とビジネス系 企業取引法特論 2 2       廃止 
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整理番号 ６８-１８-１９ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

 法人名   岡 山 大 学           学部・研究科等名   法 務 研 究 科              

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目：Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名：授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

 

  法務研究科では，教育の質向上を目指し，平成 20 年，21 年の専門職大学院等における高度専門職

業人養成教育推進プログラムの採択を受け，「中四国法科大学院連携教育システムの構築」をテーマ

にした事業を実施してきた。その中に FD 体制の強化があり，実施計画に他大学との間の相互授業参

観及び外部評価委員による授業参観の実施等を掲げ，それを実行してきた。その成果報告は，法務研

究科紀要「臨床法務研究」8,9 号に公表している。（資料１，資料２） 

 

資料１：授業参観の実績 

（出典：法務研究科資料）  

 

資料２：専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進プログラム 

「中四国法科大学院連携教育システムの構築」 

（出典：法務研究科資料）  

 

平成 21 年度の実績 

＊相互授業参観（香川，島根両大学との相互授業参観） 

1）2009/06/22～2009/06/26 法律基本科目を対象に，累計で 16 授業を 20 人が授業参観 

2）2009/07/13～2009/07/21 法律基本科目を対象に，累計で 10 授業を 10 人が授業参観 

3）2009/10/26～2009/10/30 法律基本科目を対象に，累計で 12 授業を 12 人が授業参観 

＊外部評価委員による授業参観 

2009/11/09～2009/11/27 必修科目を対象に，６人の外部評価委員が累計で 25 授業を参観 

平成 20 年度シンポジウム 地方法科大学院における教育連携のあり方 

日時：平成 21 年３月 21 日（土） 

場所：岡山大学創立五十周年記念館 

内容：法科大学院の教育内容や教育方法を向上させ，教員の教育能力や学生の質を高めていくために

は，地方においては複数の大学間での教育連携という仕組みが考えられる。それを行うために

①共同教材の作成を中心にした教育内容，②FD 関係，特に，教育方法等の改善，③厳格な成

績評価の実施，という密接に関連する三つの問題を議論して検討した。 

平成 21 年度シンポジウム コア・カリキュラムとモデル授業 

―教育連携を視野に入れた地方法科大学院における授業のあり方― 

日時：平成 22 年２月 27 日（土） 

場所：岡山大学文化科学系総合研究棟 

内容：教育連携を進めるうえで，各大学間で法科大学院協会が公表した「コア・カリキュラム（共通

到達目標）」などの共通認識が必要となるため，各科目において共通認識の確認作業を行い，

モデル授業を素材とした法科大学院の授業のあり方を検討し，本来のあるべき授業のやり方等

を含めた共通認識，共通理解を深めた。 
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整理番号 ６８-１８-２０ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

 法人名   岡 山 大 学           学部・研究科等名   法 務 研 究 科              

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目：Ⅴ 進路・就職の状況 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名：卒業（修了）後の進路の状況 

 
前回の評価で平成 19 年度実施の司法試験合格率（対入学定員比）だけを取り上げた評価方法には

疑問が残る。その合格率による評価についても，下記のデータのとおり，本学法務研究科の平成 21

年度の司法試験合格率，とくに未修者の合格率は全国 11 位で，西日本でトップクラスである。また，

過去３年間では西日本で２位の合格率である。未修者の合格率の高さは，教育能力の水準が反映され

るものといえる。（資料１，資料２） 

 

資料１：新司法試験合格者数等 

（出典：法務研究科資料） 

資料２：過去３年間の未修者平均合格率（西日本のみ） 

（出典：法務研究科資料） 

  全受験者数 全合格者数 全合格率 
全合格率順位 

（全国） 

全合格率順位 

（中四国地区） 

平成 18 年 12 4 33.3% 39 2 

平成 19 年 23 10 43.5% 15 1 

平成 20 年 35 11 31.4% 22 2 

平成 21 年 52 13 25.0% 21 1 

  未修者受験者数 未修者合格者数 未修者合格率 
未修者合格率順位 

（全国） 

未修者合格率順位

（中四国地区） 

平成 19 年 18 8 44.4% 11 1 

平成 20 年 31 9 29.0% 18 2 

平成 21 年 49 13 26.5% 11 1 

大学院 

平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 ３年間合計 

受験者 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者 合格率 
合格率

順位 

神戸大法科大学院  17 7 37 16 40 14 94 37 39.4% 1 

岡山大法科大学院 18 8 31 9 49 13 98 30 30.6% 2 

大阪大法科大学院 57 21 107 34 116 30 280 85 30.4% 3 

京都大法科大学院 41 17 72 16 83 25 196 58 29.6% 4 

九州大法科大学院 66 24 96 32 133 30 295 86 29.2% 5 

広島大法科大学院 15 4 37 13 66 15 118 32 27.1% 6 

福岡大法科大学院 11 4 33 10 34 5 78 19 24.4% 7 

大阪市立大法科大学院 26 6 36 12 47 8 109 26 23.9% 8 

関西学院大法科大学院 43 16 59 16 73 9 175 41 23.4% 9 

同志社大法科大学院 37 17 63 14 69 7 169 38 22.5% 10 

全  国 1,966 636 3,259 734 4,118 777 9,343 2,147 23.0% 


